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１．新型コロナウイルス感染拡大の状況下における献血推進について 

 
現 状 等 

 
○ 新型コロナウイルス感染症の影響で、令和２年２月下旬から献血血液の確保量が

減少した。 

 

○ このため、日本赤十字社では、ホームページや Web 会員サービスで献血への協力

を呼びかけるとともに、厚生労働省においても、令和２年３月３日付けで事務連絡

を発出し、自治体に献血への協力を依頼した。 

 

○ また、令和２年４月に緊急事態宣言が行われた際にも、献血血液の安定的な確保の

ための対応についての事務連絡を発出し、管下市町村や関係団体等へ、「献血を実

施する採血事業者（日本赤十字社）が、緊急事態宣言時に事業の継続が求められる

事業者に該当すること」（※）の周知及び献血への協力を依頼した。 

※：新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針（令和２年３月 28 日（令和２

年５月 25 日改正）新型コロナウイルス感染症対策本部決定）の別添 

 

○ これらの取組により、令和２年３月以降は、多くの方に献血にご協力をいただき、

必要な献血血液を確保することができた。 

参考：献血者数の前年度比 
・３月 111.6％  ４月 103.1％  ５月 104.2％  ６月 101.1％ 
・７月 100.9％  ８月 103.6％  ９月 102.8％  10月 100.2％ 
・11月 103.2％  12月 105.1％   

 

○ 今般、本年１月７日に緊急事態宣言が行われたことにより、献血血液の安定的な確

保に支障が生じる恐れがあるとの懸念から、同日付けで事務連絡を発出し、令和２

年４月の事務連絡と同様、「緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者」に

は「献血を実施する採血業」が含まれていることの周知及び献血への協力を依頼し

ている。 

 

○ 加えて、現在、「はたちの献血」キャンペーン（１月１日～２月 28 日）を行って

おり、特に若い世代の国民の皆様へ、献血への協力を積極的に呼びかけている。 
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都道府県で対応頂く事項（依頼） 
 
○ １月７日付けの事務連絡で依頼したとおり、「献血を実施する採血事業者（日本

赤十字社）が、緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者に該当すること」

の周知及び献血への協力をお願いしたい。 
 
○ また、局所的、一時的に採血計画に対する達成率が低下する可能性があること、

また、血液は長期保存ができないことから、引き続き、安定した献血血液の確保の

ため、採血事業者による献血の受入れを支援していただくようお願いしたい。 
 

 
担当者名   菅原課長補佐（内線 2909） 
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２．血液製剤の国内自給の推進と安定供給の確保について 

    

現 状 等 

 

○ 血液製剤は、国内自給（国内で使用される血液製剤が原則として国内で行われる

献血により得られた血液を原料として製造される）が確保されることを原則として

いる。輸血用血液製剤は、昭和 49 年以降献血による国内自給を達成している。血漿

分画製剤の令和元年度の国内自給率は、アルブミン製剤は 64.1％、免疫グロブリン

製剤は 91.5％でほぼ横ばい、血液凝固第Ⅷ因子製剤は国内自給を達成しているが、

抗 HBs 人免疫グロブリン製剤等特殊な製剤は国内献血由来の原料血漿確保が困難で

あり、3～4％程度で推移している。 

 

〇 輸血用血液製剤の需要は、輸血用血液製剤を多く使用する高齢者の人口が増加す

るものの、腹腔鏡下内視鏡手術など出血量を抑えた医療技術の進歩等により減少傾

向が続いており、今後もわずかに減少傾向が見込まれている。 

 

〇 一方で、血漿分画製剤の需要は、免疫グロブリン製剤の適応拡大等により増加し

ており、今後もその傾向が見込まれている。これに伴い、原料血漿の必要量は以下

のとおり、令和３年度の目標量は 122.3 万 L と前年度に引き続き増加することとな

った。 

 

 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 

原料血漿確保目標量 １００.０ ９６．０ ９５．０ ９５．０ ９２．０ ９２．０ 

原料血漿確保実績量 １０４．９ ９９．６ ９５．７ ９５．６ ９４．７ ９２．４ 
原料血漿の配分量         ９９．３ ９５．６ ９８．４ ９７．２ ９２．１ ９５．０ 

 

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度（案） 

９１．０ ９５．０ ９３．５ ９９．０ １１２．０ １２０．０ １２２．３ 
９０．９ ９６．５ ９２．０ ９９．３ １１４．４ － － 

９１．５ ９７．０ ９９．５ １１４．０ １２０．０ － － 

 
○ 国内自給により血液製剤の安定供給を確保するためには、その原料である血液を

献血によって安定的に確保する必要があるが、今後献血可能人口の減少が見込まれ

ることから、引き続き、国民一人一人に献血への理解と協力を求める必要がある。

特に、近年、10 代～30 代の若年層の献血者数の減少が顕著（各年度の総献血者に対
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する年代別の構成割合が減少）となっていることから、若年層への普及啓発活動を

強化していく必要がある。 

（）内の数値は、各年度の総献血者に対する年代別の構成割合 

 

現在の取組 

 

○ 国民全般を対象とした献血の普及啓発の取組として、日本赤十字社及び都道府県

との共催で、７月に「愛の血液助け合い運動」、１月及び２月に「はたちの献血」キ

ャンペーンを実施しており、啓発ポスターを作成し、各都道府県及び関係団体等に配

 

 

献 血 者 数 単位（人） 

16～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～69歳 総献血者 

平成21年度 293,696 

（5.5％） 

1,126,931 

（21.2％） 

1,407,651 

（26.5％） 

1,294,882 

（24.4％） 

1,180,271 

（22.3％） 

5,303,431 

（100％） 

平成22年度 295,775 

（5.5％） 

1,080,814 

（20.3％） 

1,368,635 

（25.7％） 

1,359,671 

（25.5％） 

1,224,781 

（23.0％） 

5,329,676 

（100％） 

平成23年度 285,021 

（5.4％） 

1,018,234 

（19.4％） 

1,298,292 

（24.7％） 

1,398,026 

（26.6％） 

1,251,293 

（23.8％） 

5,250,866 

（100％） 

平成24年度 298,923 

（5.7％） 

992,779 

（18.9％） 

1,219,928 

（23.2％） 

1,446,092 

（27.5％） 

1,292,006 

（24.6％） 

5,249,728 

（100％） 

平成25年度 304,820 

（5.9％） 

943,044 

（18.3％） 

1,119,451 

（21.7％） 

1,449,211 

（28.1％） 

1,339,799 

（26.0％） 

5,156,325 

（100％） 

平成26年度 276,813 

（5.5％） 

860,661 

（17.2％） 

1,017,099 

（20.4％） 

1,438,907 

（28.8％） 

1,396,980 

（28.0％） 

4,990,460 

（100％） 

平成27年度 257,807 

（5.3％） 

810,696 

（16.6％） 

940,142 

（19.3％） 

1,411,906 

（28.9％） 

1,463,036 

（30.0％） 

4,883,587 

（100％） 

平成28年度 253,393 

（5.2％） 

781,326 

（16.2％） 

896,046 

（18.6％） 

1,405,244 

（29.1％） 

1,493,163 

（30.9％） 

4,829,172 

（100％） 

平成29年度 257,958 

（5.5％） 

738,937 

（15.6％） 

841,869 

（17.8％） 

1,358,045 

（28.7％） 

1,535,332 

（32.4％） 

4,732,141 

（100％） 

平成30年度 266,121 

（5.6％） 

717,573 

（15.2％） 

810,122 

（17.1％） 

1,332,378 

（28.1％） 

1,609,750 

（34.0％） 

4,735,944 

（100％） 

令和元年度 265,798 

（5.4％） 

729,301 

（14.8％） 

819,710 

（16.6％） 

1,350,435 

（27.4％） 

1,761,244 

（35.8％） 

4,926,488 

（100％） 
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布を行っている。また、「愛の血液助け合い運動」の主たる行事として、献血運動推

進全国大会を開催し、献血運動の推進に積極的に協力して模範となる実績を示した

団体又は個人の表彰を行っている。 

 

○ 若年層を対象とした普及啓発の取組として、高校生向けテキスト「けんけつ HOP 

STEP JUMP」、中学生を対象とした献血への理解を促すポスター及び大学生を対象と

した啓発ポスターの配布を行っている。また、平成 30 年度には、新たな取組として

若年層向けの啓発映像を作成した。 

 

〇 学校献血や献血セミナーといった献血に触れ合うための機会を高等学校等におい

て積極的に受け入れてもらえるように文部科学省へ協力を要請している。 

 

都道府県で対応頂く事項（依頼） 

 

○ 地域の実情に応じた献血推進の取組を展開するため、都道府県献血推進協議会の

有効活用をお願いしたい。また、都道府県献血推進計画に沿って、献血の受入れが

円滑に実施されるよう、管内市町村及び赤十字血液センターと十分な連携を図ると

ともに、地域ボランティア団体や学生献血推進ボランティアと協力し、血液製剤の

国内自給及び安定供給の確保に向けた効果的な献血推進運動を実施するようお願い

したい。 

 

○ 文部科学省が作成する高等学校学習指導要領解説保健体育編において、平成 25 年

度から授業で献血について適宜触れられることになったため、教育委員会や赤十字

血液センターと連携し、学校献血や献血セミナーを積極的に受け入れてもらえるよ

う、学校等への情報提供をお願いしたい。 

 

○ 高校生向けテキスト「けんけつ HOP STEP JUMP」及び中学生を対象とした献血へ

の理解を促すポスターについては、これまで原則全校に配布していたところ、今年

度より、文部科学省からの要請に基づき、学校における働き方改革の観点から、各

都道府県教育委員会等宛てに必要部数調査を行うこととした。ついては、各学校に

おいて本資材が積極的に活用されるよう、教育主管部局と連携した取組をお願いし

たい。 

 

○ 将来にわたり安定的に献血者を確保するため、総献血者数に占める年代別構成割

合の均一化に向けた取り組みを行うことが必要であると考えており、赤十字血液セ
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ンターと連携の上、地方自治体毎に年代別献血者数の目標を設定し、若年層献血者

の増加に取り組んでいただくようお願いしたい。 

 

〇 災害等が発生した場合の血液製剤（特に有効期間の短い血小板製剤と赤血球製剤）

の供給体制について、製造販売業者等と協議し、防災計画に盛り込むなど、平時か

ら災害に備えた対応の検討をお願いしたい。 

 

 

 

 

 

  

担当者名  菅 原 課 長 補 佐（内線2909） 
若 林 需 給 専 門 官（内線2917） 
牛坊献血推進係長（内線2908） 
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３．血液製剤の安全性の向上・適正使用の推進 
 

現 状 等 
 

○ 血液製剤の安全性の向上を図るため、平成 26 年８月から日本赤十字社において、

献血血液に対する HBV、HCV、HIV の個別の核酸増幅検査が実施されている。 
HEV の個別の核酸増幅検査についても、令和２年８月より全国的に導入された。 

 
○ 医療機関における血液製剤の適正使用を推進するため、厚生労働省は｢血液製剤の

使用指針｣及び｢輸血療法の実施に関する指針｣を策定し、随時、最新の知見に基づき、

見直しを行っている。これらの指針に基づく国主導での取組みによって、適正使用

が進む一方で、急速に進歩する科学的知見と指針の内容の乖離が指摘されるように

なった。こうした状況を踏まえ、血液法の理念を踏まえた上で、「輸血療法の実施

に関する指針」及び「血液製剤の使用指針」については、関係学会との連携・役割分

担を含め、今後、検討を進める。 
 
〇 輸血実施医療機関を対象に行った「血液製剤使用実態調査」については、平成 20

年度から実施しているところ、都道府県により回答率に差があること、300 床未満の

施設は回答率が低く血液製剤の廃棄率が高いこと等が指摘されている。また、他の

調査との重複もあり、本調査については対象施設の重点化、既存データの活用、免

疫グロブリン製剤の使用実態の把握、疾患別・診療部署別の血液製剤の使用実態の

把握など、調査内容の見直しが必要との指摘があり、今後、検討を行う。 
 

○ 平成 18 年度から、血液製剤の適正使用の取組等を調査研究する「血液製剤使用適

正化方策調査研究事業」を、都道府県ごとに設置されている「合同輸血療法委員会」

に委託し、都道府県単位での適正使用の取組を推進するための環境整備を行ってき

た。近年、本事業に応募し又は採択される都道府県合同輸血療法委員会が固定化さ

れつつあり、地域差が見られる。また、上記「血液製剤使用実態調査」の結果を踏ま

えた課題を設定した上で公募を行うなど、両事業を更に有効活用すべきとの指摘も

あり、本事業のあり方を含め、今後、検討を行う。 
  ※令和２年１月現在、全ての都道府県で合同輸血療法委員会が設置されている。 
 

都道府県で対応頂く事項（依頼） 
 

○ エイズ等の検査を目的とする献血の危険性の周知徹底に努め、関係部局の連携強

化及び匿名で行うエイズ検査に係る保健所等の活用について広く住民へ呼びかけを
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行うとともに、検査を目的とした献血を行わないよう、また、献血受付時の問診等

において虚偽の申告をしないよう、周知徹底することについて協力をお願いしたい。 
 
○ 都道府県における「合同輸血療法委員会」を十分活用し、血液製剤の適正使用に関

する医療機関への働きかけ、廃棄率低減に向けた取組の推進など、血液製剤の適正

使用が推進されるよう協力をお願いしたい。また、「血液製剤使用適正化方策調査

研究事業」に積極的に応募されたい。 
 
○ 地方分権改革に関する提案募集において提案のあった、地域における輸血用血液

製剤の供給体制のあり方については、今後、各自治体における取組の好事例を提供

する予定としており、活用いただきたい。 
 
 

担当者名   中 村 課 長 補 佐（内線 2905） 
 野 寺 課 長 補 佐（内線 2914） 
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４．フィブリノゲン製剤等に係るカルテ等の確認作業と投与された方へのお知らせ、Ｃ型

肝炎ウイルス検査の受検勧奨等について 
 

現 状 等 
 

○ 厚生労働省では、平成 13 年３月に血液凝固因子製剤について、平成 16 年 12 月

に、フィブリノゲン製剤について、納入先医療機関の名称等を公表し、厚生労働省

ホームページに掲載してきた。平成 19 年以降、フィブリノゲン製剤及び血液凝固因

子製剤の投与によるＣ型肝炎感染の問題があらためて提起されたことを受け、フィ

ブリノゲン製剤等を投与された方々に対して、再度、早急に可能な限り投与の事実

をお知らせし、一日も早く検査・治療を受けていただくため種々の対策に取り組ん

でいる。 
 
○  具体的には、 

① フィブリノゲン製剤等納入先医療機関に対して、平成６年以前のカルテ等投与

事実を確認できる記録の保管を続けること、 
② 当該記録を確認し、フィブリノゲン製剤等を投与された方を見つけ出していた

だくこと、 
③ 投与が判明した方又はそのご家族の方に対し、速やかに肝炎ウイルス検査の受

検勧奨を行うとともに、Ｃ型肝炎救済特別措置法（※）に基づく給付金が支払

われる場合があるので、厚生労働省の相談窓口に連絡いただくようにお知らせ

を行うこと、 
を行っていただくよう文書等による協力依頼を行っている。 
※：特定フィブリノゲン製剤及び特定血液凝固第Ⅸ因子製剤によるＣ型肝炎感染被害者を救済

するための給付金の支給に関する特別措置法（平成 20年法律第２号） 
 
○ また、平成 31 年度（令和元年度）及び令和２年度においては、廃止医療機関が保

有するカルテ等の確認作業を厚生労働省が行い、フィブリノゲン製剤等を投与され

た方を見つけ出し、投与事実のお知らせを行った。 
 
○  Ｃ型肝炎救済特別措置法に基づく給付金を請求するためには、裁判所への「訴え

の提起」等を令和５年１月 15 日(法施行後 15 年)まで（→日曜日のため１月 16 日ま

で）に行わなければならない。 
 

○  厚生労働省では、訴えの提起等の準備を踏まえ、提訴期限の１年前の令和４年１

月までに、フィブリノゲン製剤等を投与された方へのお知らせを完了していただく
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必要があると考えており、未だにカルテ等の確認作業等が終了していない医療機関

におかれては、速やかに投与事実の確認作業及び投与された方へのお知らせを行っ

ていただきたいと考えている。 
 

○ 令和２年度第三次補正予算案及び令和３年度予算案において、医療機関が保有する

カルテ等の確認作業及び所在が不明である被投与者の連絡先調査を行うための費

用を計上している。新型コロナウイルス感染症の影響により貴重な医療資源を被投

与者の特定及び連絡先の把握に費やせない医療機関の求めに応じ、厚生労働省が新

たにカルテ等の確認作業及び所在不明者の連絡先調査を行うこととしている。 
 

都道府県で対応頂く事項（依頼） 
 
○  自治体が運営する医療機関、公立大学法人に附属する医療機関に対し、以下を実

施していただきたい。 
① 保管しているカルテ等を確認し、特定フィブリノゲン製剤等が投与された方を

見つけ出していただくこと。 
② 投与が判明した方又はそのご家族の方に対し、速やかに肝炎ウイルス検査の受

検勧奨を行うとともに、本法に基づく給付金が支払われる場合があるので、厚

生労働省の相談窓口に連絡いただくようにお知らせを行うこと。 
 
○ 厚生労働省が新たに行うカルテ等の確認作業及び所在不明者の連絡先調査を周知

していただきたい。 
 
○ また、管内の医療機関に対して、同様の対応をお願いしたい。 
 

担当者名   野 寺 課 長 補 佐（内線 2914） 
山 本 総 務 係 長（内線 2906） 
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